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遺伝学的・生態学的手法による 

ヒラメ放流技術開発と効果調査事業（概要） 
増養殖環境部 大河 俊之 

高知県においてヒラメは人工種苗放流尾数が最も 

多いことから、栽培漁業における最重要魚種と位置 

づけられている。本研究の目的はヒラメの放流効果 

把握と効果的な放流手法を確立することである。ま 

た、 本研究は水産庁の交付金を受けて実施しており、 

詳細については 「平成 17年度栽培資源ブランド・ニ 

ッポン推進事業 広域型中・底層性種グループ（ヒ 

ラメ）栽培漁業技術開発事業報告書（平成 18 年３ 

月）」において報告した。そこで、ここではその一部 

である築堤式中間育成場での飼育による馴致効果の 

検討、土佐湾におけるヒラメの漁獲状況、天然稚魚 

調査の結果を概要として報告する。 

１ 築堤式保育場を用いた馴致効果の検討 

（１）材料と方法 

これまでに検討されていない底質が砂で半自然環 

境である築堤式中間育成場（以下、保育場）飼育に 

よる馴致の効果を評価するために保育場飼育群（以 

下、馴致群）と陸上水槽飼育群（以下、非馴致群） 

を放流し、放流直後の追跡調査結果から評価した。 

評価項目は採集状況、摂餌、成長とした。本試験は 

無標識で実施したため、ミトコンドリア DNA 調節領 

域塩基配列分析（以下、mtDNA 分析）による放流魚 

判別を適用した。 

馴致群は、高知県栽培漁業センターから提供を受 

けた平均全長 28.7mm （以下、 サイズと表記） 約 51,000 

個体であり、陸上水槽での飼育は 36日間であった。 

本群は 3,500m 2 の保育場に移送され、13 日間馴致飼 

育された後、12,000 個体が６月８日に県栽培漁業セ 

ンター保育場から浦ノ内湾内へ放流された。 

非馴致群は(独)水産総合研究センター伯方島栽培 

漁業センターから５月 17日に配布された 29.6mm サ 

イズ約 40,000 個体を 29日間陸上水槽で中間育成し 

て用いた。 非馴致群 17,000 個体の浦ノ内湾への追加 

放流は、 馴致群放流後７日目の６月 15日に実施した。 

追跡調査は西海区水研Ⅲ型桁網（桁幅 1.5m、目合 

い３mm）で放流試験付近海域を曳網した。曳網には 

県栽培漁業センター所有船であるサリーナ（1.1 ト 

ン）を用いた。なお、馴致群放流時には放流付近海 

域においてマダイ稚魚が放流された。 

遺伝標識による放流群判別は馴致群 30個体、 非馴 

致群 25個体を調べ、 ２放流群が混獲されていると考 

えられる非馴致群追加放流後に採集された個体につ 

いて調べた。放流群の由来は再捕個体と各放流群の 

塩基配列を比較することによって推定した。また、 

天然魚を放流魚と誤判定する可能性を検討するため、 

H16 年４月 30 日に採集された天然稚魚 21 個体の塩 

基配列も調べ、放流魚のデータと比較した。 

（２）結果と考察 

１）放流群の遺伝情報 

馴致群は 25個体から５種、非馴致群は 30個体か 

ら７種の塩基配列型が検出された。両群に共通して 

出現した塩基配列型は１種のみで、 馴致群 11個体と 

非馴致群１個体で共有されていた。この塩基配列型 

以外は放流群間ですべて異なっていた。よって、基 

本的にはこの２放流群は遺伝的に判別可能であると 

考えられた。 

２）天然魚の遺伝情報 

天然稚魚 21個体から 19タイプの塩基配列型が検 

出され、基本的に天然ヒラメは遺伝的に極めて多様 

であった。また、これら天然魚の塩基配列型は本試 

験放流群のそれと全て異なっていた。 このことから、 

天然魚を放流魚と誤判定する可能性は極めて低いこ 

とが確認された。 

表１ 馴致放流比較試験における採集個体数 

mtDNA 分析による放流魚判別結果 

採集日 不明 未分析 合計 
平均 
全長 
(mm) 

曳網 
時間 
(分) 

6月10日 23 (2) - - 23 87.2 17.0 

6月14日 12 (6) - - 12 82.0 22.1 

6月17日 3 (9) 29 (2) 3 2 37 81.4 44.2 

6月21日 2 (13) 5 (6) 1 2 10 77.3 32.7 

7月4日 1 (26) 0 (19) 0 2 3 101.3 27.8 

7月13日 1 (35) 1 (28) 0 0 2 109.2 37.3 

カゴ調査 - 10 10 130.8 - 

計 42 35 4 16 97 181.1 

馴致群 
（放流後日数） 

非馴致群 
（放流後日数） 

- 

- 

- -
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３）再捕個体とその由来 

桁網による追跡調査は馴致群放流後２日から 

35 日目（非馴致群放流後 28 日）まで継続され、 

調査期間中に再捕された放流ヒラメは 87 個体で 

あった。これらのうち、非馴致群放流後に採集さ 

れた 52 個体を mtDNA 分析に供した結果、46 個体 

について mtDNA 調節領域前半部の塩基配列データ 

を得た。これを放流群のデータと比較した結果、 

７個体が馴致群、 35 個体が非馴致群の塩基配列型 

と一致した（表１）。また、４個体は２放流群の塩 

基配列型と一致しなかったことから、不明個体と 

した。 

４）各放流群の再捕状況 

馴致群は放流後２日に 23 個体が再捕された後 

に減少し、放流後９日以降は再捕個体数が３個体 

以下とほとんど再捕されなかった（表１）。また、 

非馴致群も同様の傾向を示し、放流後２、６日後 

にそれぞれ 29、５個体が再捕された後はほとんど 

再捕されなかった。 

本試験及び調査は放流時の個体数や調査日ごと 

の努力量が異なるため、直接再捕個体数から再捕 

の状況を比較することはできない。そこで、各採 

集日における各放流群の曳網時間あたりの採集個 

体数（個体／分）を各放流群の放流個体数で割る 

ことによって修正した値から比較した。 その結果、 

放流後 10日以降に違いは認められなかったが （図 

１）、放流直後である放流後２、６日後は馴致群の 

方が高い率で採集されていた。また、H15 年度に 

同海域で実施された馴致群の追跡調査結果（高知 

水試、2004）と比較すると、本年度の馴致群は放 

流直後に多く再捕されていたと考えられた。 

５）摂餌 

各採集日における各群の摂餌個体率（摂餌率）は 

再捕状況の傾向と類似した（図２）。すなわち、放流 

後２、６日目における馴致群の摂餌率は非馴致群よ 

り高く、その後は２群とも同様の傾向であった。 

放流直後における馴致群の胃内容物重量はマダイ 

稚魚で占められた（図３）。しかし、その後減少し、 

非馴致群放流後は馴致、非馴致群ともにマダイ稚魚 

が摂餌された事例は認められず、胃内容物はハゼ稚 

魚か不明であった。本海域では馴致群放流時にマダ 

イ稚魚が放流されたために本来の状況ではなかった 

可能性が高く、試験海域における生物餌料はハゼ科 

稚魚が主要であると考えられた。 

このことを考慮すると、前項において馴致群の方 

が良好な採集状況であったことはこのような餌料環 

境の違いで滞留期間が長くなったために起きたこと 

が示唆された。よって、馴致群と非馴致群の生残は 

本調査結果よりも近い可能性が考えられた。 

図２ 馴致、非馴致群の摂餌率 
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図１ 馴致、非馴致群の採集状況 
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図３ 馴致、非馴致群の胃内容物重量組成 
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６）成長 

各放流群の平均全長は馴致群では放流後９日目ま 

で、非馴致群では放流後６日目まで減少する傾向が 

認められた （図４）。 再捕状況においてこの期間は顕 

著な減少傾向が認められるため（図１）、大型個体が 

調査海域外へ移動した可能性が考えられた。 

（３）まとめ 

調査海域外へ移動したと思われた個体の生残状況 

は本調査の結果では明らかにできなかった。この問 

題を検討するには漁獲状況を比較する必要がある。 

しかし、放流試験を実施した浦ノ内湾ではこれまで 

の遺伝標識を用いた放流群追跡結果から他海域由来 

の個体が高率で漁獲されることが示されており（高 

知水試、 2005）、本試験で放流された群と同じ由来群 

は高知県他海域でも放流されている。よって、漁獲 

時には他の放流群と２放流群が混合すると考えられ 

ることから、これらの放流群を漁獲まで追跡するこ 

とは難しいと考えられた。 

本試験結果から、基本的に馴致群及び非馴致群の 

放流直後の生態は類似していたと考えられた。この 

要因として用いられた放流ヒラメは約 80mm サイズ 

と比較的大型であったことから、両群における生残 

率が近かった可能性が考えられた。築堤式保育場を 

用いたヒラメ稚魚の中間育成は前述のように健苗性 

に関する利点もあると考えられ、これらを考慮して 

本手法を評価する必要がある。 

２ 土佐湾におけるヒラメ漁獲状況 

（１）材料と方法 

本事業実施場所を中心として高知市、御畳瀬、深 

浦、錦浦の漁協市場の職員に市場調査員を依頼し、 

水揚げされたヒラメの全長 （または体重）、色素異常 

及び標識の有無を調査した。 

（２）結果と考察 

高知県中部に位置する４漁協の H17 年度４月から 

12 月における無眼側黒化個体混獲率は 13～64％と 

場所によって異なった （表２）。 また、 H12 年度以降、 

市場によっては混獲率や漁獲個体数の減少が認めら 

れていたが、本年度は前年と比較して大きな違いは 

認められなかった。 

図４ 馴致、非馴致群の成長 
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図５ 天然稚魚調査実施地点 

表２ 市場調査結果 

市場名 

（調査期間） 
混獲率 
（％） 

調査尾数/ 
水揚個体数 

混獲率 
（％） 

調査尾数 
混獲率 
（％） 

調査尾数 
混獲率 
（％） 

調査尾数 
混獲率 
（％） 

調査尾数 
混獲率 
（％） 

調査尾数 

御畳瀬 

（4～12月） 

高知市 

（4～12月） 

深浦 

（4～12月） 

錦浦 

（4～12月） 

180 18 

15 
/1,213 

13 

107 
/200 

23 121 32 

64 
* 28 

/137 

30 
1,174 

/－ 

H17 

* 
：水産試験場職員による調査 

1,844 1,534 41 1,766 56 

165 71 227 

34 1,049 33 1,236 35 

738 

81 85 140 72 

492 11 

184 20 

74 
* 35 

/97 
56 

54 82 37 184 

9 1,177 15 642 14 13 1,722 

H12 H16 H15 H14 H13
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３ 天然稚魚調査 

（１）材料と方法 

天然ヒラメ稚魚の生態情報は放流手法を考える上 

で有用な情報であるが、高知県及びその近隣海域で 

はほとんど知見がない。そこで、昨年度から天然稚 

魚の調査を開始し、土佐湾中部に位置する土佐市宇 

佐（図５）において浅海砂浜域への加入盛期及び移 

出までの成長に関する知見を得た （高知水試、 2005）。 

しかし、高知県は約 700km と長い海岸線を有してお 

り、場所によって沿岸域の様相は大きく異なってい 

る。よって、ヒラメ稚魚の生態や資源構造に地理的 

変異が存在する可能性が考えられることから、本年 

度の調査目的は高知県中西部におけるヒラメ稚魚の 

出現状況を調べることとした。また、放流に際して 

資源構造を考慮することは重要であり、天然稚魚は 

放流種苗の影響が最も少ないサンプルであることか 

ら、これらの遺伝的な地理的差異についても併せて 

検討した。 

１）天然稚魚調査 

調査地点は高知県中部から３点、西部から４点の 

砂浜海岸を選択し（図５）、宇佐は約２週間隔で、他 

の地点は約４週間隔で実施した（表３）。調査開始は 

宇佐が加入開始時期を把握する目的から 2月上旬、 

他地点は宇佐での調査で加入が多く認められる時期 

とした。調査終了はヒラメの採集がなくなるまでと 

した。採集は西海区水研Ⅲ型桁網（桁幅 1.5m、目合 

い 3mm） を用いた。 宇佐における採集は水深 2.0～4.0 

及び 5.0～8.0m を船（1.1t）で、0.5～1.5m の汀線 

域を人力で曳網した。他地域は水深 0.5～1.5m を人 

力で曳網した。採集個体の固定および測定はエタノ 

ールおよび全長、体長とした。 

２）遺伝的差異の検討（佐合、2006） 

これまで日本周辺海域で検討されている地理的な 

遺伝的差異研究は比較的多くの知見が蓄積されてお 

り、その中から地域差異が検出されている背鰭鰭条 

数とマイクロサテライト分析をここではマーカーと 

して用いることとした。 背鰭鰭条数は体長 20mm 以下 

を軟硬骨 2重染色、 体長 20mm 以上を軟 X線撮影した 

後に計数した。後者はマイクロサテライト５マーカ 

ー座について PCR 法によって抽出された各個体の粗 

全 DNA を反応させ、その産物を自動シーケンサー 

（Beckman 社 CEQ-8000）にて泳動、サイズ決定する 

ことでデータを得た。 

（２）結果と考察 

１）天然稚魚調査 

調査期間は H18 年２月７日から８月３日であった。 

すべての地点でヒラメが採集され、全部で 457 個体 

が採集された（表３）。また、４個体はサイズから前 

年発生群と考えられた。 

①宇佐の調査結果 

調査が開始された２月７日にヒラメは採集されな 

かったが、2 月 21 日から小型個体が採集され始め、 

3 月が調査海域への加入の盛期であった（表３、図 

６）。 この時期は水深 0.5～1.5m 及び 1.5～8.0m の両 

方で採集されており（図７）、着底直前の個体（南 

(1982)による発生段階区分の G、Hステージ）も含ま 

図６ 宇佐における０歳魚の体長組成 
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表３ ヒラメ天然稚魚採集結果 

場所 
採集個 
体数 

曳網 
時間 

(分) 

採集個 

体数 
* 

曳網 

時間 
* 

(分) 

場所 
採集個 
体数 

曳網 
時間 

(分) 

採集個 

体数 
* 

曳網 

時間 
* 

(分) 

宇佐 2 7 0 36.0 0 25.8 入野 3 24 0 13.5 - - 
2 21 1 38.6 4 17.0 5 8 1 8.0 - - 
3 16 16 34.5 21 27.0 7 22 0 5.0 - - 
3 31 43 45.0 38 28.2 
4 7 34 36.5 11 27.0 上川口 3 24 1 13.0 - - 
4 24 34 37.5 7 15.8 5 8 1 12.3 - - 
5 11 6 36.8 2 28.3 7 22 0 18.0 - - 
5 20 1 40.5 
5 23 9 38.0 1 21.3 下ノ加江 3 25 7 33.5 - - 
5 30 0 38.8 5 7 5 22.5 - - 
6 14 0 36.2 5 24 43 62.5 - - 

6 23 0 23.0 - - 
手結 3 14 64 26.2 - - 

4 11 65 24.0 - - 大岐 3 25 0 19.5 - - 
5 13 5 26.3 - - 5 7 3 18.5 - - 
6 6 7 13.3 - - 6 23 1 14.5 - - 
8 3 0 20.5 - - 

春野 3 15 0 11.9 - - 
4 14 0 4.0 - - 
5 26 25 9.5 - - 
7 4 1 11.8 - - 

中部計 310 450.2 85 305.8 西部計 62 263.8 - - 
*：船による曳網 

採集日 採集日
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れていたことから、着底は広い水深帯で起こってい 

たと考えられた。その後の採集は水深 0.5～1.5m が 

主となり、50mm 以上の個体の採集が少なくなったこ 

とから、着底稚魚は浅所に分布を変え、体長約 60mm 

で調査海域から移動したと考えられた。 

本海域では昨年度も同様の調査が実施されており 

（高知水試、 2005）、 その結果と比較した。 着底盛期、 

移動様式や時期はほぼ同じであったが、昨年度の調 

査海域外への移動した体長は 80mm（100mm サイズ） 

以上であったことから本年度と異なっていた。よっ 

て、ヒラメ稚魚の浅海砂浜域における利用状況には 

年変動があると考えられた。 

②手結の調査結果 

３月の調査開始から小型個体の加入が認められ、 

４月の調査でも継続していた（図８）。その後、５月 

及び６月の調査における採集個体数は減少し （表３）、 

その平均体長はそれぞれ44.3及び47.5mmであった。 

宇佐における５月の平均体長は 57.6～61.2mm（１個 

体の採集日は除く）であったことから、本海域の採 

集個体は小さいと考えられた。この要因として、調 

査海域への移動サイズがより小さい可能性もあるが、 

減耗の可能性も考えられた。 

③下ノ加江の採集結果 

下ノ加江では３、５、６月に調査を４回実施した 

が、 ３月 25日及び５月７日の調査では採集個体数が 

少なく、加入状況や成長を把握することはできなか 

った（図９）。しかし、５月 24日の調査は遺伝的な 

地理的比較を目的として長時間曳網した結果、平均 

体長 71.9mm、 50mm 以上の大型個体が多く採集された。 
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この結果から、本海域のヒラメ稚魚は密度が低いも 

のの、５月以降も調査海域内に分布していたと考え 

られた。また、宇佐や手結と比較すると調査海域外 

への移動サイズは大きく、100mm 以上と考えられた。 

④春野の調査結果 

春野では着底直後の個体は全く採集されず、５月 

26 日に平均体長 73.4mm、25 個体と大型個体がまと 

まって採集された（表３、図 10）。よって、本海域 

では着底が調査海域から深い場所で起こっていたと 

推定された。 

⑤西部他海域の調査結果（上川口、入野、大岐） 

これらの海域における採集個体数は少なく、他の 

4 地点のような生態情報を得ることはできなかった 

（表３）。入野は波浪や離岸流の影響が強く、調査を 

十分に実施することはできなかったが、他の２地点 

は比較的穏やかで遠浅であったことから十分調査可 

能であった。 

⑥分布密度の比較 

各調査地点における調査日ごとの曳網時間あたり 

の採集個体数を CPUE として計算し、 地点間で比較し 

た（図 11）。なお、宇佐のデータは水深 0.5～1.5m 

のデータを用いた。その結果、各地点における CPUE 

の最大値は中部で高く、西部で低い傾向が明瞭に認 

められた。 

西部海域の調査は全て水深 0.5～1.5m に限られて 

いたため、より深い水深にヒラメ稚魚が分布してい 

る可能性がある。しかし、高知県において H13～15 

にヒラメは年間 27～28 トン （中国四国農政局高知統 

計・情報センター、 2003～2005） 漁獲されているが、 

西部海域では大方町及び土佐清水市において２～４ 

トンが漁獲されている。また、その無眼側黒化率は 

63～78％と非常に高いことから（土佐清水漁業指導 

所、2003～2005）、西部海域の天然資源量は中部海域 

よりも基本的に少ないことが示唆される。よって、 

浅海砂浜域におけるヒラメ稚魚の分布は中部の方が 

高い密度であると考えられた。今後、西部海域にお 

ける稚魚の深所における分布や浮遊期仔魚の発生状 

況調査による検証が必要である。 

２）遺伝的差異の検討 

①背鰭鰭条数 

背鰭鰭条数計数に供した個体数は 330 個体で、軟 

硬骨 2重染色は 237 個体、 軟 X線撮影は 93個体に対 

して行った。春野、上川口、入野、大岐は個体数が 

少なかったため、宇佐（n=143）、手結（n=98）、下ノ 

加江（n=54）の３地点間で比較し、これら３地点の 

背鰭鰭条数の平均値はそれぞれ 75.8、75.9、76.5 

であった （表４）。この３地点間の異質性を一元配置 

分散分析で検討した結果、有意な異質性は認められ 

なかった（df=294、F=1.54、p=0.22）。 

②マイクロサテライトマーカー 

マイクロサテライト分析に供した個体数は 206 個 

体で、採集個体数が多かった宇佐、手結、下ノ加江 

からそれぞれ 76、77、54 個体を分析した。全ての個 

体において各マーカー座が PCR され、それぞれにつ 

いて PCR 産物のサイズデータを得た。各地点間にお 

けるサイズデータの頻度についてモンテ・カルロシ 

ミュレーションで検定した結果、有意な異質性は検 

出されなかった（p=0.74、表５）。 

③まとめ 

背鰭鰭条数及びマイクロサテライト分析から、高 

知県中西部に遺伝的な異質性は検出されなかった。 

よって、対象海域においてヒラメは一つの集団を形 

成していると考えられ、前項において観察されたヒ 

ラメの生態的な地理的変異に遺伝的要因は含まれて 

表５ マイクロサテライトデータ頻度検定結果 （各 

値は異質性が存在する確率を示す） 

下ノ加江 下ノ加江 宇佐 

＆ ＆ ＆ 

宇佐 手結 手結 

PoGT17* 0.68 0.46 0.56 0.64 

PoTGCA05* 0.52 0.89 0.77 0.82 

PoGT15-1* 0.36 0.39 0.09 0.21 

PoCA04* 0.75 0.52 0.11 0.44 

PoGTCA03-1* 0.59 0.89 0.38 0.70 

Total 0.83 0.87 0.24 0.74 

Total マーカー座名 

表４ 背鰭鰭条数計数結果 

採集 
地点 

個体数 
二重 
染色 

個体数 

軟X線 
撮影 

個体数 

宇佐 143 105 38 75.8 ± 2.56 

手結 98 46 52 75.9 ± 2.29 

春野 28 28 0 76.5 ± 2.86 

上川口 2 1 1 74.0 ± 1.41 

入野 1 1 0 77.0 ± - 

下ノ加江 54 53 1 76.5 ± 2.55 

大岐 4 3 1 73.0 ± 2.00 

計 330 237 93 76.0 ± 2.52 

平均±標準偏差
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いないと考えられた。しかし、分布密度には地域的 

傾向が認められていることから、本海域のヒラメ集 

団は完全に均質ではなく、 中部に分布の中心があり、 

西部の密度は低い可能性が考えられた。このことは 

本海域におけるヒラメの資源構造を考える上でも重 

要であるため、稚魚期だけでなく、他の生活史にお 

けるデータも含めて考える必要がある。 

（３）放流事業との関連 

高知県では５月に平均約 50mm、 ６月以降に平均 80 

～100mm サイズで種苗放流が実施されている （図 12）。 

しかし、本研究で４月から５月に採集された天然稚 

魚のサイズは放流サイズよりも大きい場合があった。 

また、天然稚魚の浅所における分布は基本的に５月 

以降に減少することを考慮すると、水深 0.5～1.5m 

での放流を現在のサイズや時期に実施することは適 

切な時期からはずれている可能性が高いと考えられ 

た。 

（４）今後について 

本調査の結果、ヒラメ天然稚魚には浅所から深所 

への移動サイズ、利用時期や期間のように地域的に 

まとまらない生態的な差異が観察された。また、こ 

の地理的変異には宇佐の調査結果から年変動が存在 

することも示唆された。天然海域においてこのよう 

な変異の幅を把握することは放流に適した条件を考 

える上で重要であると思われる。 

今後、天然稚魚の浅海砂浜域における出現状況の 

地理的変動及び年変動に関する知見を蓄積するとと 

もに、放流試験による実証が必要と考えられた。ま 

た、本調査で対象とした海域は中西部のみで東部海 

域、特に室戸岬以東の海域が含まれていないため、 

今後調査対象に含める必要がある。 
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